
JAPAN COAST GUARD 

第３次交通ビジョンの進捗状況 

海上保安庁 

交通部 

平成２９年２月 

平成２９年度 重点施策実施計画（案） 

資料２ 



目次 

（１）ふくそう海域の安全対策        ページ 

  ①海上交通センターの機能充実 

  （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築   ・・１ 

   （（３）港内船舶交通の効率化・安全対策 及び  

     （６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

    ①港内から湾外まで一体的な情報提供体制の構築を含む） 

 （イ）レーダー不感地帯の解消等     ・・・・・・・・  ４ 

  ②運用管制官等の育成体制の強化     ・・・・・・・・  ７ 

  ③潮流情報の高精度化     ・・・・・・・・・・・・・ １０ 

（２）準ふくそう海域の安全対策 

  バーチャルAIS航路標識等を活用した安全対策の推進 ・ １２ 

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策 

  （（１）ふくそう海域の安全対策」との合同施策) 

（４）小型船舶の安全対策 

  ①海難防止対策のマネジメント体制の確立    ・・・ ・ １５  

  ②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化    ・ ・ １７ 

  ③ＩＣＴを活用したＭＩＣＳの充実強化   ・・・・・  ２１ 

  ④簡易型ＡＩＳの普及促進等   ・・・・・・・・・  ２４ 

 

（５）航路標識の整備・管理の在り方     ページ 

  ①航路標識の最適配置の推進   ・・・・・・・・・・・  ２７ 

  ②航路標識の的確な維持管理・更新  ・・・・・・・・  ３１ 

  ③灯浮標をプラットホームとした 

   気象情報提供システムの整備   ・・・・・・・・・・ ３４ 

（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

  ①港内から湾外まで一体的な情報提供体制の構築 

  （（１）ふくそう海域の安全対策」との合同施策) 

  ②避難勧告等の確実な伝達手段及び 

   既存の安全対策の見直し  ・・・・・・・・・・・・  ３６ 

  ③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備     ・・・  ３８ 

  ④航路標識の防災・減災体制の整備     ・・・・・・・   ４１ 

（７）戦略的技術開発 

  ①次世代ＡＩＳの国際標準化    ・・・・・・・・・・・ ４３ 

  ②船舶交通環境データ収集システムの開発     ・・・・・ ４５ 

  ③海潮流データの常時収集体制の構築       ・・・・・・ ４７ 

  ④航路標識の腐食劣化診断技術の開発      ・・・・・・・ ４８ 

  ⑤省電力高輝度光源の開発      ・・・・・・・・・・・・ ４９ 



平成28年度 平成29年度計画 

海上交通安全法等の一部を改正 （5月18日公布）  施行 

【東京湾における一元的な海上交通管制の構築】 
 
  次世代交通管制システムとして、通航予定の可視化（ダイヤグラム）及び航

路通報の連携等の機能を備えた装置を新たに製造した。 

 新組織に必要な体制、定員等を確保し、運用管制業務の執行体制の強化
を図った。 

 情報聴取義務海域等の海域を検討した。 

 新組織に必要な管制マニュアル作成のための課題抽出を目的とし、非常災
害発生時を想定した部内訓練を実施（2回）を実施した。 
 

  
 平成30年１月中の東京湾の一元的な海上交通管制の運用開始に向け、必
要な施設整備、法制度整備、所要の訓練、マニュアル作成等を平成29年第
3四半期までに完了する。  

 
 
 新組織の入居する横浜第二合同庁舎の改修の実施した。   

 新組織の入居する横浜第二合同庁舎の改修を実施(平成29年5月末完成予
定)する。 

【他のふくそう海域における一元的な海上交通管制の構築】 
  
 伊勢湾・大阪湾において、平時の船舶動静の把握方法、安全に関する情 
報提供のあり方、災害時における船舶への影響等について海事関係者から
の聞き取り等を踏まえ調査した。 

  
 平成28年度調査研究結果を踏まえ具体的な取組み等について検討する。 

 
 

（１） ふくそう海域の安全対策                               

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （１／３） 

 同一湾内に複数所在する港内交通管制室を統合し、一元的な船舶の動静監視体制及び情報提供体制を構築する。 

 港内から湾外まで一体的な情報提供の実施にあっては、情報の聴取義務海域を設定するほか、関係機関と有機的な連携体制を構築し、ＡＩＳ
仮想航路標識を用いて避難経路や沈没船海域、緊急確保航路の啓開作業区域など適時的確に明示する。 

 東京湾においては、湾内すべての港内交通管制室（京浜港及び千葉港）と東京湾海上交通センターを統合して、船舶動静監視と情報提供を
一元的に実施する体制を構築する。 

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策 
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む 

施策 

実施事項 

１ 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

    

    

 

   海上交通センター及び港内交   

   通管制室の統合 

 

 

 

 

 

   船舶の動静監視海域の拡大 

(次世代管制業務支援システム構築) 

 

 

   船舶の情報聴取義務・勧告等実   

   施海域の拡大（制度の見直し） 

 
 

   大規模災害発生時の安全な避   

   難誘導方法の構築  
 

伊勢湾、大阪湾等における交通管制の
一元化計画 

 

 

（１） ふくそう海域の安全対策                               

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （２／３） 

東京湾の交通管制一元化：平成２９年度中運用開始 

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策 
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む 

 レーダー・監視カメラ・信号板、運用卓等の高度化、管制業務支援システム、局舎改修等の整備 

統合スケジュールの検討 

運用体制の方針決定 

管制マニュアルの作成（ＢＣＰの検討を含む） 

庁舎移転手続き 

湾外～港内交通流解析による一元管制、管制信号との連帯制御、衝突予測の構築 

一元化にかかる調査設計の実施 

拡大海域の検討・省令改正手続の検討 

制度見直し作業 

適切な避難経路等の検討 

関係機関と連携した避難海域における運用について検討 

制度改正 

 一元化等における安全性及び運航効率の向上の検討・整理 

東 
 

 

京 
 

 

湾 

推進スケジュール 

横浜先行整備、運用開始 

庁舎改修整備 

調査研究 

 非常時の避難船舶の管制、バーチャルＡＩＳ航路標識表示の構築 

２ 



（１） ふくそう海域の安全対策                                

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （３／３） 

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策 
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む 

３ 

統合 

千葉海上保安部 
港内交通管制室 

川崎海上保安署 
港内交通管制室 

横浜海上保安部 
港内交通管制室 

東京湾海上交通
センター 

（観音埼） 

新海上交通センター 

(横浜第二合同庁舎) 

東京海上保安部 
港内交通管制室 

東京港 

千葉港 

川崎港 

横浜港 

観音埼 

海上交通管制の一元化のイメージ  

海上交通センター：海上交通安全法上の航路にかかる通報の受
付、管制計画の策定、情報提供等を実施 

港内交通管制室：港則法上の水路にかかる通報の受付、管制
計画の策定、情報提供等を実施 

高性能な監視カメラの整備 

高性能なレーダーの整備 

【施設整備例】 

＜現行＞      ＜整備後＞ 

＜現行＞      ＜整備後＞ 

デジタル処理により船舶動静把握が向上 

夜間の船舶動静把握が向上 

◎船舶の運航を安全・効率的に支援 
 ・湾内の船舶動静情報に基づく、前広な安全情報の提供 
 ・非常災害時の迅速かつ円滑な避難のために必要な命令の実施 
 ・運航者の利便性の向上のため通報先の一本化（手続緩和） 
 ・湾口から港までロスのない管制計画を策定 



①海上交通センターの機能充実 （イ）レーダー不感地帯の解消等（１／３） 

 地形によって生じるレーダーの不感地帯により、船舶の動静監視と適切な情報提供が実施できない空白地帯を解消するため、レーダー局を増
設する。 

 災害時等においても海上交通センターの機能が停止することがないように、レーダーや電源系統の二重化整備を行う。 

 ＡＩＳ仮想航路標識の運用に対応した運用卓及び次世代訓練用シミュレーターを整備する。 

（１） ふくそう海域の安全対策                                

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

レーダー不感地帯の解消等 
 
 
 関門海峡西口をカバーするレーダー局の増設については、当該海
域の海難多発の発生状況から増設が不可欠であると言えるまでの理
由が乏しいことから整備を見送った。 

  
 関門海峡西口海域の海難の発生状況の変化があった場合には、改
めて検討する。 
 

バーチャルAIS航路標識の運用に対応した運用卓及び次世代訓練用シミュレーターの整備 
  

 新たな東京湾海上交通センターで使用するための運用卓の整備を
実施する。 

  

 新たな東京湾海上交通センターに続いて、各管区にバーチャルAIS
航路標識の運用に対応した運用卓を整備する。 

 海上保安学校管制課程及新たな新東京湾海上交通センターに次世
代訓練用シミュレーターを整備する。 

実施事項 

４ 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

レーダー局等の増設 

 

 

海上交通センター機能の維持確保 

粟島レーダー局新設（備讃海峡海上交通センター） 

 電源二重化（関門海峡海上交通センター） 

 レーダー機能の二重化整備方針 

バーチャルＡＩＳ航路標識の運用に対応した運用卓及び次世代訓練用シミュレーターの整備 

推進スケジュール 

 整備計画の策定 



（１） ふくそう海域の安全対策                            

①海上交通センターの機能充実 （イ）レーダー不感地帯の解消等（２／３） 

５ 

関門海峡西口のレーダー不感地帯の解消のイメージ図 
備讃瀬戸西部海域のレーダー不感地帯の解消 

（粟島へのレーダー設置） 

参考 

平成26年度整備済 



（１） ふくそう海域の安全対策                            

①海上交通センターの機能充実 （イ）レーダー不感地帯の解消等（３／３） 

６ 

バーチャルＡＩＳ航路標識の運用に対応した運用卓の整備状況 

 非常災害時の誘導  沈船の明示 

設置の指示をうけた運用管制官が即座にバーチャルＡＩＳ航路標識を設置できるよう整備 
 

 平成２８年度は、東京湾の交通管制一元化のための次世代管制業務支援システム構築において、新東京湾海上交通センター（仮称）用に、 
  バーチャルＡＩＳ航路標識の運用に対応したＡＩＳ運用卓を整備 
 また、平成２９年度予算において新東京湾海上交通センター用に続いて、全管区のＡＩＳ運用卓等の改修費用を確保 

バーチャルＡＩＳ航路標識の使用イメージ 

右 舷 

標 識 

左 舷 

標 識 

北方位 

標 識 

東方位 

標 識 

南方位 

標 識 

西方位 

標 識 

孤 立 

障 害 

標 識 

安 全 

水 域 

標 識 

特 殊 

標 識 

緊 急 

沈 船 

標 識 

シンボル 

マーク 

バーチャルＡＩＳ航路標識のシンボルマーク 

海上交通センター運用管制官 

ＡＩＳデータを使用した海難防止のための衝突検知システム（避検線機能の強化）の開発を目指す。 

（参考）ＡＩＳデータを使用した海難防止のための新システム 



 運用管制官等の外国船舶に対応した語学力の向上や安全運航を効果的に支援するための実例に即したシミュレーション訓練等による研修内
容の充実を図るとともに、専従教官の配置及び研修生の拡大を図る。 

（１） ふくそう海域の安全対策                                 

②運用管制官等の育成体制の強化（１／３）  

施策 

７ 

平成28年度 平成29年度計画 

次世代運用卓に対応した訓練シミュレータの整備 

 
 
 海上保安学校管制課程及び新たな東京湾海上交通センターへの次
世代訓練用シミュレーターの整備費(28百万円）を確保した。 

  
 海上保安学校管制課程及び新たな東京湾海上交通センターに次世
代訓練用シミュレーターを整備すると共に、シミュレーターにおける訓
練内容を検討する。   

門司分校研修体制の充実（専従教官の配置要求、研修生の増員要求等） 

  
 門司分校における研修体制の強化を図るため、専従教官の増員（1
名）要求作業を進め確保した。 

  － 

管制課程の設置     
  

 人事院との協議を重ね、管制課程設置について合意を得た。   

 平成30年4月の管制課程新設に向け入学生の確保のため、人事院と
のそれぞれの役割に応じ、協働して学生募集活動を推進する。 

 管制課程設置に伴う枠組みを調整・整理（将来的採用数、任用制度、
関係通達の改正等）する。 

  

 管制課程設立に向けたカリキュラム及びシラバスについて、基本原案
を取りまとめた。 

  
 カリキュラム及びシラバスの基本原案の深度化を進め最終案を取り纏
めるとともに、授業計画、教材の製作、教育資機材の調達等を進める。 

  

 管制課程設立に向けた授業計画、教材作成、カリキュラムやシラバス
の基本原案の深度化等の準備作業に従事する先行配置教官の要
求（２名）作業を進め確保した。 

  
 管制課程設置に向け、既存教官室の見直しを図り、必要な教育体制
を構築する。 
 

実施事項 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

運用管制官等のシミュレーション 

訓練等による研修内容充実 

 

 

 

 

 

専従教官等の配置、研修生の拡大 

 

海上保安学校「管制課程」(仮称) 

設置 

（１） ふくそう海域の安全対策                                 

②運用管制官等の育成体制の強化（２／３）  

海上保安学校門司分校への訓練機材の拡充 

交通管制一元化システム導入、AIS仮想航路標識の活用等、次世代
運用卓に対応した訓練用シミュレータの整備 

VTS英語教材の更なる充実強化 

推進スケジュール 

上記シミュレーター等を使用した研修の実施 

運用管制官を安定的に確保するための中長期的な方針策定 

運用管制官の安定的な育成のための課題整理 

教育カリキュラム等の策定 

次世代訓練卓における訓練（研修）内容の検討 

「管制課程」（仮称）にかかる調整 

門司分校専従教官の増員 
  

教育体制の構築 

保安学校専従教官の増員 

保安学校専従教官定員要求      

８ 



（１） ふくそう海域の安全対策                                 

②運用管制官等の育成体制の強化（３／３）  

９ 

海上保安学校(京都府舞鶴市) 

海上保安学校 
管制課程（2ヵ年） 

海
上
交
通
セ
ン
タ
ー
 

運
用
管
制
業
務
従
事
 

採用 
認定 
審査 

管制課程の設置 

（現行） 

海上交通 
センター配属 
（勤務） 

 

研修 

他部署 

認定 
審査 

海上保安学校 
（卒業後） 

直接 

期間 備考
航海コース
機関コース
主計コース

２年

２年 平成30年度設置

１年
１年

１年

カリキュラム

海
上
保
安
学
校

情報システム課程

管制課程
航空課程
海洋科学課程

船舶運航システム課程

ＡＩＳ搭載船の増加、海難発生時の社会的影響等、ＡＩＳを取り巻く環境の変化に対応するため、ふくそう海域外で業務にあたるＡＩＳ運用官につい
て、平成28年度から「AIS業務研修」を実施、また同研修の指導者の育成のための研修として「ＡＩＳ運用官指導者課程」を海上保安学校門司分校
に新設し、研修を実施している。 
 

（参考）ＡＩＳ運用官の育成体制の強化 

海上交通 
センター配属 
（勤務） 

 



（１） ふくそう海域の安全対策 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

高精度かつ広域な潮流情報の提供 

 

③潮流情報の高精度化（１／２）  

 来島海峡、関門海峡及び明石海峡において、各海峡の全域にわたる詳細で正確な潮流情報を提供するための観測・解析を行い、面的なシ
ミュレーションを作成し、ウェブサイトにおいて、各海峡における時間毎の詳細で面的な潮流予測情報を提供する。 

来島海峡での観測、解析、シミュレーション作成 

来島海峡潮流シミュレーションの情報提供 

推進スケジュール 

施策 

来島海峡での観測、解析、シミュレーション検証 

明石海峡での観測、解析、シミュレーション作成、検証 

関門海峡での観測、解析、シミュレーション作成、検証 

１０ 

平成28年度 平成29年度計画 

 
 
 来島海峡での流速計･ライブカメラによる観測、解析を行った。     

 
 

 来島海峡シミュレーション結果による潮流情報の提供を開始した。    継続した潮流情報の提供を行う。 

 
 

    
 来島海峡における実績を踏まえ、関門海峡等での観測、解析を実施
し、シミュレーション作成に向け検討する。 

実施事項 



潮流予測情報の高度化 

潮流信号板 潮流センサー 

●平成28年3月に潮流を観測している装置が老朽により故障発生 

潮流予測値（潮汐データ等から、計算により算出した予測値）を表示  

潮流情報提供施設・システムの老朽化 

 関門海峡航路（早鞆瀬戸）で実測した潮流情報を提供。 
 強潮流時は10ノット以上の流速がある。 

火ノ山下潮流信号所 

平成２８年度補正予算 
潮流測定機器（潮流測定装置、潮流センサー（平成10年製））の換装 

予算事情から直ちに修理対応が出来ず 

１１ 

インターネットホームページ等での情報提供開始 
（平成28年６月から） 

イメージ図 

（１） ふくそう海域の安全対策 

③潮流情報の高精度化（２／２）  参考 



（２） 準ふくそう海域の安全対策                                           

バーチャルＡＩＳ仮想航路標識等を活用した安全対策の推進（１／３） 

 船舶事故の発生状況を踏まえ、分離通航方式や推薦航路の採用を視野に船舶交通の整流化対策が必要となる海域を抽出する。 

 船舶の通航実態、漁船等の操業実態を調査し、船舶交通環境に応じた具体的な整流化方策及び整流化に伴って生じる新たな進路交差による
衝突リスクの軽減方策のほか、ＡＩＳ仮想航路標識による整流効果の実験結果について、定量的な分析・評価を行い、効果的な安全対策の策定
を進める。 

施策 

１２ 

平成28年度 平成29年度計画 

（伊豆大島西方等への整流化対策の検討） 

  
 平成27年度に行われた官学民で構成される調査委員会の報告書を
基に、伊豆大島西方への推薦航路設定に係る提案文書を作成、平
成28年11月にIMOへ提出した。 

  ※平成29年３月、第４回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会 
  （NCSR4）による当提案文書審議予定 

  

 平成29年６月、第98回海上安全委員会（MSC98）による採択、平成30
年１月施行を目指す。  
 
 

  

 大王埼沖、潮岬沖における整流化対策に係る海運関係団体へのヒ
アリング、近隣漁協への操業実態調査を実施した。 

  
 海上技術安全研究所との共同研究、関係管区との調整のうえ大王埼
沖、潮岬沖の何れか１海域の整流化対策をとりまとめる。 

  

 バーチャルAIS航路標識等を順次設置するため、AIS情報管理装置
の改修について、平成29年度予算を確保（16百万円）した。 

   AIS航路標識の利活用の検討に基づいた設置計画を策定する。 

実施事項 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

ソフト・ハード面の検討等 

提供可能な情報の検討等 

事故分析・操業実態調査等 （伊豆大島西方） 

推進スケジュール 

事故分析・操業実態調査等（大王埼沖、潮岬沖） 

整流方策の検討等 

IMOあて提案文書提出 IMOによる審議､採択､施行 

事故分析、通航実態の調査等 

整流化方策の導入検討・調整 
運用 

ＡＩＳ情報を活用した情報提供体制
等の構築に向けた検討 

バーチャルＡＩＳ航路標識による整
流効果の分析・評価 

効果的な安全対策の策定 

（伊豆大島西方） 

（大王埼沖、潮岬沖） 

（２） 準ふくそう海域の安全対策                                           

バーチャルＡＩＳ航路標識等を活用した安全対策の推進（２／３） 

整流効果の分析・評価 

具体案取りまとめ 

バーチャルＡＩＳ航路標識の利活用の検討 

１３ 



（２） 準ふくそう海域の安全対策                                           

バーチャルＡＩＳ航路標識等を活用した安全対策の推進（３／３）  

 

 

①整流方法 
  ⇒交通流を分離するためIMO推薦航路（中央線設定）の採用 
②整流海域の明示方法 
  ⇒ 海図記載、バーチャルAIS航路標識（V-AIS）の活用 

伊豆大島西方における整流化対策 伊豆大島西方 
推薦航路記載海図 

推薦航路 
（長さ約15km） 

伊豆半島 

V-AIS 

伊豆大島 

東京湾 

V-AIS 
1４ 



（４） 小型船舶の安全対策                     

①海難防止対策のマネジメント体制の確立（１／２） 

 統計的手法を用いた船舶事故の傾向分析に加え、事故調査から得られた背景要因やＡＩＳデータ等多様なデータを加味した分析手法を取り
入れるなど、船舶事故分析機能を充実・発展させ、海難防止対策のマネジメント体制を確立する。 

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

船舶事故分析機能の充実・発展 

  

 発生頻度の高い特定の海難を指定し、個別海難ごとの背景、地域性、
海域の状況等、海難発生に至る要因を詳細に分析し、類似海難の
防止対策を強化する「深掘調査」を制度化した。 

 深掘調査の高度化・効率化のための本庁に分析ソフトウェアを購入し
た。 

  

 有識者による海難調査のあり方の検討及び分析ソフトウェアの導入を
踏まえた更なる海難調査の効率化・高度化を行う。 
 

 全管区に分析ソフトウェアの購入を図る。 

   海難調査項目の改善等について有識者委員会にて検討した。   
 有識者において方向性がなされた海難の定義等について関係省庁
との調整を図る。  

海難防止対策マネジメント体制の確立 

  
 本庁・管区本部に海難防止に係る一連のPCDAプロセスを一元的・
体系的に実施する「安全対策課」を新設した。 

  
 全国の海上保安部に海難防止対策を専門に掌る係を新設するととも
に、特に海難の多い部に海難防止対策を掌る職員を増員する。 

  
 本庁・管区本部に海難の未然防止及び海難発生時における救命率
向上を組織横断的に検討・推進する「海の安全推進本部（室）」を設
置した。 

  
 全国海難防止強調運動実行委員会と関係省庁海難防止連絡会議
の事務局移管（企画課⇒安全対策課）により、一層の海難防止対策
を促進する。 

  
 民間有識者の知見を安全対策に反映させるため、「海の安全推進ア
ドバイザー」４名を委嘱した。 

  
 「深掘調査」 及び「海の安全推進アドバイザー」による助言を踏まえ
た海難防止対策を一層促進する。 

実施事項 

1５ 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

海難分析機能の充実・発展 

 

 

 

 

海難防止対策マネジメント体制の
確立 

 検証・改善 

（４） 小型船舶の安全対策                     

①海難防止対策のマネジメント体制の確立（２／２） 

有識者会議を踏まえた海難分析手法の検証・改善 

５年間の総括評価 

海難分析の高度化に関する検討 

対象、目標の明確化 

活動の効果検証方法検討 
検証方法の評価・改善 

５年間の総括評価 

検証・改善 検証・改善 検証・改善 

推進スケジュール 

部署単位での海難発生数の管理、要因分析 

海難分析手法の高度化に係
るソフトの購入・検証の実施 

海難データを自動的に可視化・ 
新たな傾向等の発見 

1６ 

（船舶事故・人身事故に対する安全対策を担う組織の設置） 

海上交通業務執行体制の強化 

【平成27年度】 【平成28年度】 

交通部四課再編 

企画課 

安全課 

計画運用課 

整備課 

企画課 

航行安全課 

安全対策課 

整備課 

海難の調査・分析から安全指導、情報
提供業務に至るまで一元的に実施 



平成28年 平成29年度計画（継続実施） 

小型船舶免許取得（更新）講習会等による指導の裾野拡大、効果的な講習会方法の検討、推進 
巡回指導の強化 

   船舶事故分析を踏まえた効果的かつ統一的なリーフレット等を作成
した。 

   各地の漁業種類、海域等の地域特性等を反映した講習資料を作成
する等、創意工夫による指導啓発効果を拡大する。 

 海の安全推進アドバイザーの知見を活かした効果的なリーフレットを
作成する。 

   船舶事故分析を踏まえた登録小型船舶教習所の教員用資料の改正
を検討した。 

   深掘調査やソフト導入に伴う高度化した分析に伴う小型船舶免許更
新講習用テキストの改正作業を実施する。 

  日々のパトロールに併せ、現場における指導啓発活動を徹底した。 
 本庁・本部に安全対策課を新設し、海難防止対策に指導啓発計画
立案機能を強化した。 

 全国の海上保安部に海難防止対策を専門に掌る係を新設し、さらに
海難の多い部に海難防止対策を掌る職員を増員することによる、現
場勢力の指揮運用を強化する。 

②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（１／4） 

 小型船安全協会等が行う海難防止講習会に加え、小型船舶操縦免許取得（更新）講習会等、小型船舶操縦者が多く集まる場を活用するなど、
指導の裾野を広げるとともに、効果的な講習方法等について検討し、指導に活用する。 

 海上安全指導員等民間ボランティアと連携した巡回指導を強化し、小型船舶操縦者全体に対する発航前点検等の安全意識の高揚を図るととも
に、水産庁が推進する安全推進員と連携したライフジャケット着用と見張りの徹底等の指導・啓発体制を強化する。 

 効果的な安全対策の推進のために、小型船舶の活動海域の利用調整やマリーナ、海の駅、係留場所での海難防止活動について、地方公共
団体や公益社団法人である小型船安全協会等関係者との間で連携強化を図る。 

 これまで海難防止講習会等に参加していなかった者に対しても海難防止指導を徹底すべく、プレジャーボート等が活動する現場海域において、
小型艇等を活用した訪船指導・取締りの方法、要員等について検討し、より実効性のある海難防止指導体制を構築する。 

施策 

（４） 小型船舶の安全対策                    

  【統一的な事故防止リーフレット】  

実施事項 

1７ 



②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（２／４） 

（４） 小型船舶の安全対策                    

 
 
 

  

遵守事項制度の改正概要（平成28年７月施行） 

① 小型船舶操縦者の遵守事項のうち「発航前の検査実施義務」及び 
  「適切な見張りの実施義務」の違反者に対し、違反点数を付与 
② 違反点数を付された全ての遵守事項違反者に対して再教育講習受 
  講通知を発出 
③再教育講習を受講した者については累積点数から２点を減  
  （累積点数が処分を受ける基準に達した場合を除く。） 
   

※処分前歴とは、遵守事項違反等による処分又は海難審判庁の採決による操縦免許に係る処分の前歴をいう。 

平成28年度 平成29年度計画 

関係機関との連携強化 

  
 海上安全指導員や小型船安全協会の方向性を検討した。 

 
  
 海上安全指導員や小型船安全協会の基盤を強化する。（活動対象
をこれまでのプレジャーボートのみではなく水上オートバイやミニボー
トに拡大、オリンピック・パラリンピックの参画） 

  
 関係機関・民間企業と連携した指導啓発体制（事故情報の共有・ＣＳ
Ｒ等）を推進した。 

  
 ホームページに海難情報を日々掲載し、関係機関・民間企業と連携
（ＣＳＲ等）を推進する。 

  
 遵守事項制度（適切な見張りの実施義務違反及び発航前検査実施
義務違反の違反点数の付与）を改正した。 

  
 遵守事項制度改正（救命胴衣着用義務範囲拡大）に伴う啓発活動の
徹底を図る（平成30年２月施行）。 

      
 全国海難防止強調運動実行委員会や関係省庁海難防止連絡会議
の枠組みを活用し、「海の安全」の観点から官民の安全ネットワーク
構築を図る。 

実施事項 

1８ 

過去１年以内の違反累計点数 



（４） 小型船舶の安全対策                     

②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（３／４） 

小型艇等を活用した訪船指導・取
締り方法等、より実効性のある海難
防止指導体制の構築 

  訪船指導等のあり方の検討、課題の整理 

海難防止指導体制の検討 

遵守事項制度を活用した指導・取締りの実施 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

小型船舶免許取得（更新）講習会
等による指導の裾野拡大、効果的
な講習会方法の検討、推進 

 

 

 
 

 

 

関係機関との連携強化 

 

 

 

 

 
 

 

  
統一的な講習会資料の作成 

小型船舶免許更新講習用テキスト改正への協力 

推進スケジュール 

関係機関・民間企業と連携した指導啓発体制の推進 

関係機関と連携した指導・啓発体制の構築 小安協・海上安全指導員の活性化策の検討 

各種委員会への参画及び海難情報の共有 

効果的かつ統一的なリーフレットの作成 

１９ 

船舶事故分析を踏まえた効果的な講習会の実施、講習会資料の更新 



（４） 小型船舶の安全対策                     

②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（４／４） 

【現行】着用義務者 
・水上オートバイ乗船者 
・12歳未満の小児 
・１人で漁をする者 

【改正後】 
①から③の「義務者」に
加え④の「船室外の全
ての乗船者」 

平成３０年２月より遵守事項制度改正概要 
（救命胴衣着用義務範囲の拡大） 

２０ 

左記以外の船室外
のすべての乗船者 

水上オートバイの
乗船者 

１２歳未満の小児 
（船室外） 

１人で漁をする者 
（船室外） 

４ 

着用義務 努力義務 

現行 

左記以外の船室外
のすべての乗船者 

水上オートバイの
乗船者 

１２歳未満の小児 
（船室外） 

１人で漁をする者 
（船室外） 

４ 

着用義務 

改正後 



（４） 小型船舶の安全対策                      

③ＩＣＴを活用した海の安全情報の充実強化（１／３） 

 緊急情報配信サービスについて、利便性の向上に向けたシステム改良を図るとともに、周知活動を行い、利用者の拡充を図る。 

 スマートフォンの特性（ＧＰＳ位置表示機能、情報表示能力の高さ等）を活用し、海難防止に有効な機能を有するアプリケーションを導入する。 

 船舶用インターネット環境の早期構築に向けて関係機関との調整を推進する。 

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

緊急情報配信サービスのシステムの改良 

   竜巻注意情報、気象現況等の情報を追加した。    緊急情報の内容充実化、メール登録方法の簡素化を検討する。 

スマートフォンの特性を活用し海難防止に有効な機能の導入 

   気象警報・注意報、津波警報・注意報の情報を追加した。    気象画像等のデータ重畳による情報提供強化を検討する。 

   海難・人身事故発生海域の情報を追加した。    海水浴場の開閉情報を追加する。  

海の安全情報の提供手段の多様化 

  
 民間の情報提供サイト、アプリへの活用を図るためのオープンデータ
化の調査を行った。 

  
 情報の一部（気象現況・海上工事等）オープンデータ化により民間の
情報提供サイト、アプリを活用した提供手段を拡充する。 

  
 総務省が運用するＬアラート（災害情報共有システム）を活用した海
の安全情報の提供手段の拡大（仮運用）した。 

   Ｌアラート活用した海の安全情報の提供手段を全国展開する。 

実施事項 

２１ 



（４） 小型船舶の安全対策                      

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 
 

緊急情報配信サービスの利便性の
向上に向けたシステムの改良 

 

 

スマートフォンの特性を活用し海難
防止に有効な機能の導入 

 

 
 

船舶用インターネット環境の早期構
築に関する関係機関との調整 

③ＩＣＴを活用した海の安全情報の充実強化（２／３） 

システム改修に係る検討及び改善 

スマホ用サイト整備 

海の安全情報の充実強化に関する調査項目の 

検討及び調査 

実証実験の課題の整理 

推進スケジュール 

オープンデータ化に係る調査 

関係省庁連携による通信事業者の動向把握等 

システム改修 

システム改修 

情報提供強化に係る検討 

利便性向上に係る検討 

【竜巻注意情報、気象現況等の情報を追加】  

２２ 



 緊急情報配信サービスのシステムの改良 

  

 オープンデータ化による情報提供手段の拡充 

  

③ＩＣＴを活用した海の安全情報の充実強化（３／３） 

（４） 小型船舶の安全対策                    

オープンデータ化による
民間機関の活用  

既存提供手段 

 スマートフォンサイトへの情報追加に係る検討 

  

［現行］ 

 スマホ用サイト 

[追加] 

 気象画像データ等を重畳 ・ホームページ 
・メール 
・テレホンサービス 

海の安全情報 

民間の情報提供サイト、
アプリによる提供 

気象現況 

海上工事 

気象警報 
注意報 

海難の発生 

航路標識 
の消灯事故 

船舶の 
衝突事故 

降雨レーダー 

天気図 

海上風予報 

○ユーザーニーズに応じた利便性の向上の検討 
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海の安全情報HP利用者数推移（H28） 
中短波放送等を廃止したため、 
H28.10以降ホームページへの 
アクセスが急増している。 

海の安全情報の必要性が上昇 

【緊急情報配信メール】 

利用者の利便性の
向上を図る 

登録方法の簡素化 内容充実化 
【緊急情報】 

２３ 



④簡易型ＡＩＳの普及促進等（１／３） 

 小型船舶に対し、ＡＩＳ搭載に関する海難防止効果等の有用性について周知啓発を行ない、普及促進を図る。 

 ＡＩＳ非搭載船舶に対する簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突警報（音と光での警告）の有用性等を検証するための社会実験に積極的に取り
組むとともに、その結果を踏まえ、（公社）日本海難防止協会をはじめとする海難防止団体等と連携し、普及促進を図る。 

 損害保険上のメリット付与等ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討を行ない、普及促進を図る。 

施策 

（４） 小型船舶の安全対策                    

実施事項 

平成28年度 平成29年度計画（継続実施） 

ＡＩＳ搭載による海難防止効果等の有効性の周知啓発 

   海事局、水産庁、総務省と連携した周知啓発活動を実施した。    地区AIS普及促進連絡会と連携し周知啓発活動を実施する。 

   マリンセーフティガイドへ掲載、周知した。    マリンセーフティガイドへ掲載、周知する。 

  
 地域における関係省庁と連携したＡＩＳ搭載推進体制を構築（地区

AIS普及促進連絡会の新設等）した。 
  
 特に大型船通航海域が漁場となる漁船が所属する漁協を中心にAIS
搭載拡大を図る。 

   ＡＩＳ搭載船舶の拡大に伴う通信影響を評価分析した。     

ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討、普及促進 

  
 海難防止団体による簡易型ＡＩＳ普及促進事業（補助事業）へ協力し
た。 

 水産庁による簡易型ＡＩＳ普及促進事業（補助事業）の最終年となる
ため、漁船を中心とした搭載拡大を図る。 

   ＡＩＳ搭載拡大に向けた関係省庁との協議、普及促進策を検討した。    ＡＩＳ搭載拡大に向けた関係省庁との協議、普及促進策を検討する。 

２４ 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

ＡＩＳ搭載による海難防止効果等の有
効性の周知啓発 

 

 

ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討、 

普及促進 

 

簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突
警報の有効性等の検証 

④簡易型ＡＩＳの普及促進等（２／３） 

海事局、水産庁と連携した周知啓発活動の実施 

簡易型ＡＩＳの有用性の検証（社会実験） 

実態調査、支援措置の導入・普及 

海事局、水産庁、関係業界との普及促進策等の検討 

推進スケジュール 

（４） 小型船舶の安全対策                    

地域における関係省庁と連携したＡＩＳ搭載推進体制の構築 

２５ 

海難防止団体による簡易型ＡＩＳ普及促進パンフレット 



④簡易型ＡＩＳの普及促進等（３／３） 

（４） 小型船舶の安全対策                    

北陸信越地区ＡＩＳ普及促進連絡会 簡易ＡＩＳ普及促進海難防止講習会 

国際航海に従事する船舶 

すべての旅客船 

300トン以上の船舶 

国際航海に従事しない船舶 500トン以上の船舶 

上記以外のすべての船舶 搭載義務なし 

【現在のAIS搭載義務船舶】 

２６ 

⇒AIS搭載義務船舶のあり方を含め、 
  更なる普及促進を検討 



平成28年度 平成29年度計画 

最適化の推進 

  
 光波標識３１基を休止・廃止した。    光波標識３０基を廃止する。 

  
 廃止を促進させるため、港湾管理者等への有償譲渡にかかる規定の
追加等について、光波標識の廃止要綱及び同実施細目の一部を改
正した。 

 防波堤灯台の適正な売払価格算定のための基準を策定 

  

 必要性の低下した光波標識の廃止あるいは配置･機能の最適化に
向け、利用者及び地元関係者の理解が得られるように、引き続き調
整を行う。 

  

ＡＩＳ信号所の整備・運用方針 

  
 海上交通の要所（７箇所の灯浮標）に設置した信号所の有効性を確
認・検証した。 

   AIS航路標識の利活用の検討に基づいた整備方針を策定する。 

  
 バーチャルAIS航路標識等を順次設置するため、AIS情報管理装置
の改修について、平成29年度予算を確保（16百万円）した。 

   AIS航路標識の利活用の検討に基づいた整備方針を策定する。 

①航路標識の最適配置の推進（１／４）  

 確立した新たな評価手法に基づき、必要性が少なくかつ廃止しても安全性に影響がないと評価される光波標識について、利用者及び地元関係
者との十分な調整を行い計画的に廃止あるいは配置・機能の最適化を進める。 

 存続が必要な光波標識については、より安定した運用が必要となることから、視界不良時等においても、その位置や運用状況等の情報を通報
するＡＩＳ航路標識（ＡＩＳ信号所）を新たな航路標識として導入することについて、国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）が勧告等により定めた定義や用途
等を踏まえ、その設置及び運用方針を策定する。 

 海上保安庁長官の許可により設置・管理される航路標識（許可標識）について、地域ごとの航行環境を踏まえた審査基準の導入等を図る。 

 ロランＣについては、利用者が減少している状況から、新島ロランＣ局と慶佐次ロランＣ局についても計画的に廃止を進める。 

 ディファレンシャルＧＰＳについては、米国によるＧＰＳ衛星の近代化（精度向上）や我が国の準天頂衛星の運用開始が実現し船舶の航行援助
に有機的に活用されれば、当初の役割を終えることになることから、ＧＰＳ衛星の近代化等の実現と異常による支障等の状況を踏まえ適切に対
応する。 

施策 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

２７ 

実施事項 



（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

２８ 

平成28年度 平成29年度計画 

許可標識の審査基準の見直し 

  
 海上交通安全法等の一部を改正する法律が公布(5月18日)され、航
路標識法の一部改正の施行に向け、省令改正等以下の対応を実施
した。 

  
 ・航路標識法施行規則の一部改正 
  パブコメ実施（11/12～12/12）、公布(1月31日) 
 ・航路標識の設備の基準等を定める告示の制定 
  パブコメ実施（12/9～1/8）、公布(1月31日) 
 ・航路標識の設置及び管理に関するガイドラインの策定 
  パブコメ実施（12/9～1/8）、管区通知、公表(１月31日) 

  

 航路標識法の一部改正 ４月１日 施行 
 
 
 
・航路標識法施行規則の一部改正 ４月１日 施行 
 
・航路標識の設備の基準等を定める告示 ４月１日 施行 
 
・航路標識の設置及び管理に関するガイドライン ４月１日 施行 
 

ＤＧＰＳの対応方針 

  

 GPS近代化計画、我が国の準天頂衛星の開発状況について、情報
を収集した。 

  
 GPS近代化計画、DGPS運用に係る予算等を考慮しDGPS業務のあり
方について検討する。 

 諸外国のDGPSの運用状況を調査する。 

実施・実施予定事項 

①航路標識の最適配置の推進（２／４）  



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

計画的な廃止あるいは配置・機能
の最適化の推進 

 

ＡＩＳ信号所の整備・運用方針の
策定・推進 

 

 

 

法改正に伴う許認可にかかる審
査基準等の見直し 

 

 

 

ロランＣ局の廃止 

 

 

 

 

 

ＤＧＰＳの対応方針の策定 

（約４００基を計画期間（１０年）に休止・廃止） 休止・廃止 

整備・周知活動 

審査の基準及びガイドラインの骨子策定 省令改正、ガイドラインの策定 

施行 関係者への周知 

慶佐次局施設撤去 
慶佐次局廃止 

IMO等の国際機関等の検討を踏まえた整備・運
用の方針の策定、ニーズ調査 
 

推進スケジュール 

新島局施設撤去 

策定した最適化計画の指導・徹底 

ＧＰＳ近代化計画等に併せたＤＧＰＳのあり方（業務継続性、老朽化対策）の検討 

ＧＰＳ近代化計画、準天頂衛星の配備計画、e-loran等代替システムの継続した情報収集 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

ＤＧＰＳ利用状況把握 

AIS航路標識の
利活用の検討 AIS航路標識の利活用の検討に基づいた 

設置計画の策定 

２９ 

①航路標識の最適配置の推進（３／４）  



①航路標識の最適配置の推進（４／４）  

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

海上保安庁が設置・管理する航路標識全体（H19年度末：約5,500基）の１割を超える約600基を廃止することとし、
廃止作業を進めている。 

上記ビジョン等に基づき、約240基を廃止。 

H24.6 行政事業レビュー（公開プロセス） ～「抜本的改善」＝技術革新も踏まえ、光波標識の必要性を検証 
   ⇒ H25.8 光波標識の評価手法に係る技術的検討会 ～外部有識者による評価手法を策定 
   ⇒ H26.3 上記評価手法を用いて選定した約382基の廃止計画を策定 

・H26年度～29年2月 約60基を廃止。 

・ビジョン等に基づく廃止と併せて約300基を廃止済み。 

・既に382基の大部分について、地元への提案は完了。 

・各地で地元調整が難航するケースが報告。 

・計画期間 H26年度から10年間（H35年度末まで） 
・内訳  沿岸標識35基、港湾標識269基、その他78基 
・港湾・漁港管理者及び利用関係者へ説明を行い、理解を得た上で実施 

H20.6 第２次交通ビジョン ～機能が重複し又は必要性が低下した航路標識約600基を廃止に向け調整 

残る300基余の廃止に向け、踏み込みが必要 

３０ 



②航路標識の的確な維持管理・更新（１／３）   

 長寿命化対策として、経年劣化により施設が倒壊するおそれがある航路標識については、計画的な補強等を講じ、的確な維持管理を推進する。 

 鋼構造物の腐食劣化診断の新技術開発を進め、灯浮標等の適正な維持管理・更新を推進する。 

 低廉化対策として、定期的に交換を行わなければならない航路標識機器等については、汎用品の導入、仕様改良による部品交換の周期延伸
及びダウンサイジング等を推進する。 

施策 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

３１ 

平成28年度 平成29年度計画 

長寿命化対策 

  
 34標識について整備を実施した。（補修32・建替2） 
 平成27年度に点検、調査を実施した200標識について、調査結果に
基づく補強・補修計画を策定した。 

 200標識の点検、調査を実施した。 

  

 補強・補修計画に基づき長寿命化対策整備を実施する。 
 平成28年度に点検、調査を実施した200標識について、調査結果に
基づく補強、補修計画を策定する。 

 240標識の点検、調査を実施する。 

低廉化対策 

  
 ポリエチレン製灯浮標について、実証実験を実施し、鋼製標体と同
等の性能及び安全性の確認を実施した。 

    

  
 新たな灯火監視装置（クラウド環境にてデータ管理）の導入に向けた
検討、実証実験を行った。 

  
 クラウドサービスを活用した航路標識監視システムを導入（整備）する。 
 

  
 新たな東京湾海上交通センター運用管制卓への汎用品（ディスプレ
イ装置）を導入した。 

    

  
 平成27年度に点検、調査を実施した200標識について、調査結果に
基づく補強・補修計画を策定した。 

 200標識の点検、調査を実施した。 
  
 ダウンサイジングによる施設の建替を行う。 
 平成28年度の施設の点検、調査（長寿命化対策の点検・調査に同
じ）の結果に基づく建替え計画を策定する。 

実施事項 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

長寿命化対策の推進 

 

 

 

 

 

低廉化対策の推進 

 

 

 

 

②航路標識の的確な維持管理・更新（２／３）   

【補強、補修】 
    点検、調査  

補強、補修 （点検、調査を踏まえ概ね１０％の補強、補修を想定） 

【ダウンサイジング】 
    点検、調査  

施設の建替 （点検、調査を踏まえ概ね５％の施設の建替を想定） 

【ポリエチレンブイ、新たな灯火監視装置】実証実験、報告書作成 

導入計画の策定 
導入 

新たな東京湾センター 【運用管制卓への汎用品の導入】 

（「長寿命化対策の推進」の点検、調査に同じ） 

（約２４００基を計画期間（１０年）に点検、調査） 

推進スケジュール 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

クラウドサービスを活用した航路標識監視システムの導入 【遠隔保守管理システム】構成の検討 導入検討 

〔踊場床モルタルの剥がれ〕  〔踊場の腐食〕  〔踊場手すりの腐食〕 

 航路標識の老朽状況  

〔室内への漏水〕 〔タイルの剥離〕 

〔灯台本体の腐食・汚損状況〕 ３２ 



②航路標識の的確な維持管理・更新（３／３）   

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

長寿命化対策 

低廉化対策 

クラウドサービスを活用した 
航路標識監視システムの導入（整備） 

 
 計画 
 ・クラウドによる航路標識監視システムの構築 
  
 実施事項 
 ・千葉港口七号灯標での検証実験（9月、10月） 
  ➡正常にデータが伝送されることを確認 
 ・整備計画の作成（12月、1月） 
  ➡海上標識を優先して整備 
 ・調達仕様書の作成（1月、2月） 
 
  

監視項目 
・灯火状態 
・蓄電池電圧 
・蓄電池温度 
・蓄電池内部抵抗 
・標識位置 
・衝突センサー 

蓄電池監視装
置 

（BTRC-100） 

衝突ｾﾝｻｰ 

クラウド 
（センター等） 

監視端末 

インターネット回線 

3G/LTE回線 

蓄電池  

LED浮標用灯
器 

GPSﾚｼｰ
ﾊﾞｰ 

ｱﾝﾃﾅ 

ﾃﾞｰﾀ処理無線機 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
ﾀｲﾏｰ 

３３ 



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

気象情報提供システムの整備 

 

③灯浮標をプラットフォームとした気象情報提供システムの整備（１／２） 

 船舶の航行海域における的確な気象情報を効果的かつ効率的に提供するため、小型・省電力化した気象観測装置及びＡＩＳ通信技術を活用
し、これまで困難であった灯浮標に、これらの気象情報提供システムを整備する。 

整備 

利用状況調査 

（平成２６～２７年に５箇所を整備） 

施策 

推進スケジュール 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

検証を踏まえた新た
な設置箇所の検討 

整備済７箇所の観測デー
タの効果を検証 

３４ 

前年度整備箇所の状況把握 

平成28年度 平成29年度計画 

気象情報提供システム 

 
 

 ニーズに応じた気象情報提供システムの設置箇所を検討した。    検証を踏まえた新たな設置箇所を検討する。 

 
 

 平成27年度に整備した伊良湖、明石、洲本の気象観測状況を確認し、
近隣観測箇所とのデータ比較を行い有効性を検証した。 

   整備済７箇所の観測データの効果を検証（海域利用者）する。 

実施事項 



③灯浮標をプラットフォームとした気象情報提供システムの整備（２／２） 

プラットフォーム整備箇所 

（５） 航路標識の整備・管理の在り方                                

平成２７年度整備 平成２６年度整備 平成２７年度整備（バーチャル） 

※印（全体の約6割）に講習の義務付けを検討 

浦賀水道航路 
南口東端AIS信号所 

伊良湖水道航路 
東南方AIS信号所 洲本沖AIS信号所 

明石海峡航路 
中央AIS信号所 

関門航路 
東口AIS信号所 

平郡島南方 
AIS信号所 

関門航路 
西口AIS信号所 

江埼AIS信号所 
（明石海峡、友ヶ島水道にバー
チャルＡＩＳ航路標識を表示） 

伊良湖岬AIS信号所 
（伊良湖水道航路にバーチャル

ＡＩＳ航路標識を表示） 

平成２５年度整備 

３５ 
船舶用レーダー画面 

表示例 



②避難勧告等の確実な伝達手段及び既存の安全対策の見直し（１／２） 

 避難勧告等が伝達されなかった場合に備えた自主的安全対策の規約作りの推進を含め、避難勧告等が在泊船舶に適切に伝達されるように、
各港の状況に応じた代替手段を確保する。 

 荷役設備の電源二重化による緊急離桟時の安全対策強化等の大型危険物積載船に係る行政指導指針の見直し及び中央防災会議が提言す
る新想定に基づく津波防災情報図を活用した既存の安全対策の見直し等を進める。 

施策 

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

３６ 

実施事項 

平成28年度実施状況 平成29年度実施計画 

避難勧告等災害時情報提供体制の構築 

  

 国際VHF、AISのほか電話、FAX等を活用した避難勧告に係る情報
伝達の多重化を適用港500港全てにおいて実施した。 

  
 関係機関等と調整し、情報伝達訓練を実施する。 

 

大型危険物積載船にかかる行政指導指針の見直し 

  

 全国に設置された１４１のタンカーバースの安全点検を実施し、併せ
て、行政指導指針に基づき緊急離桟に備えたクイックリリースフック等
の設置促進にかかる助言等を実施した。 
 

  
 設置について引続き指導を行う。 

 
 

新想定に基づき作成した津波防災情報図の活用 

  

 首都直下地震モデルによる津波防災情報図（初版）を作成し、イン
ターネットを用いて情報提供を開始した。 

  
 既存（南海トラフ巨大地震、首都直下地震）の津波防災情報の高精
度化と提供を行う。 

  

 南海トラフ巨大地震による津波防災情報の高精度化に着手した。   
 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津波に対する津波防災
情報図の整備に着手する。 



②避難勧告等の確実な伝達手段及び既存の安全対策の見直し（２／２） 

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

 

新想定に基づき作成した津波防災
情報図の活用 

南海トラフ地震の津波防災情報図の作成（～27年度） 

津波防災情報図の周知 

首都直下地震の津波防災情報図の作成と提供 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

避難勧告等災害時情報提供体制
の構築（代替伝達手段、勧告未達
時の対策等を含む。） 

大型危険物積載船にかかる行政指
導指針の見直し 

中央防災会議新想定を踏まえた船
舶避難体制の構築等各港の既存
の安全対策の見直し 

国際ＶＨＦや漁業無線の活用等情報伝達体制などの導入 

推進スケジュール 

クイックリリースフック等の設備強化などの導入 

津波特性を踏まえた避難海域や船舶の対応などの導入 

３７ 



（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備（１／３）    

 地震等災害により強度が劣化した航路標識の耐震補強、耐波浪補強整備を進める。 

 従来から航路標識の電源供給に配電線路を使用している施設は、地震や台風等の自然災害には脆弱であることから、停電により航路標識の運
用が停止することのないよう、航路標識用電源の自立型電源化（太陽電池化）を進める。 

 航路標識用光源として使用している電球から新素材（ＬＥＤ、有機ＥＬ等）を用いた新光源への移行を推進する。 

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

耐震・耐波浪補強 

  
 ２標識について耐震診断を実施した。 
  （対象基数97基 実施済90基 進捗率93%） 

   ７標識について、耐震診断を実施する。 

  
 ２標識について耐震補強整備を実施した。 
  （対象基数229基 整備済185基 進捗率81%） 

   ８標識について、耐震補強整備を実施する。 

  
 １１標識について耐波浪補強整備を実施した。 
  （対象基数306基 整備済254基 進捗率83%） 

   １２標識について耐波浪補強整備を実施する。 

自立電源化 

  
 ２７標識について、自立型電源への変更整備を実施した。  
   （対象基数5240基 整備済4,573基 進捗率87%）  

   － 

実施事項 

３８ 



（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

航路標識の耐震診断 

耐震・耐波浪補強 

自立型電源化 

 

 

 

電球から新素材（ＬＥＤ等）を用  

いた新光源へ移行 

   

③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備（２／３）    

  耐震診断 

  耐震補強 

  耐波浪補強 

 自立型電源化 

（７）戦略的技術開発 

⑤省電力高輝度光源の開発に記載 

 （約８０基の耐震診断を実施） 

 （約４０基の耐震補強を実施） 

 （約８０基の耐波浪補強を実施） 

 （約１１０基の自立電源化を実施） 

推進スケジュール 

３９ 



③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備（３／３）   〔 耐震化、自立型電源化等のイメージ図 〕 

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

４０ 



（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

④航路標識の防災・減災体制の整備（１／２） 

 東日本大震災を教訓に策定した「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」について、地震想定の変更等状況に合わせ不断の見直しを
行うとともに適切な運用を図る。 

 大規模な災害発生時において、被災地域の生活必需品の大量輸送及び復旧活動を円滑に遂行するためには、海上輸送航路の早期啓開が
必要となる。このことから災害発生時は、特定の浮標基地等に復旧資機材を集約し、迅速な復旧活動に資するよう災害復旧拠点としての体制
を整備する。 

 

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

地震想定の変更等状況にあわせた「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」の見直し（航路標識等災害対策指針） 

  
 基本計画策定（航路標識等災害対策指針の制定：平成27年）の後、
地震想定の変更等は無く、見直し事項はなかった。 

  
 地震想定の変更等、計画の見直しを伴う新たな動きが出てきていな
いか情報の収集に引続き努める。 

特定の浮標基地等における災害復旧拠点としての体制整備 

  
 復旧資機材である非常用灯器２０個を整備し、計画の５５個の調達が
完了した。 

   － 

実施事項 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

地震想定の変更等状況にあわせ
た「航路標識の災害対策の推進に
係る基本計画」の見直し 

 

特定の浮標基地等における災害
復旧拠点としての体制整備 

新たな災害の被害想定、知見による見直し 

防災減災にかかる体制の検討、整備 

推進スケジュール 

４１ 



（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策 

④航路標識の防災・減災体制の整備（２／２） 

※浮標基地の無人化（平成27年度末） 

◎ 袖ヶ浦  
◎ 
名古屋港 ◎ 

大阪 
◎ 

広
島 

関
門  
◎ 

佐 世 保 
◎ 

一管区 

二管区 

三管区 

四 管
区 五管区 

六 管
区 

八管区 

九管
区 

七管区 

十 管
区 

十一管区 

現状の浮標基地位置図 （６箇所） 

 

 計画 
 ・「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」の 
   見直し 
   ➡ 航路標識等災害対策指針の制定 
 
 実施事項 
 ・社会情勢の変化、技術の進捗等を反映した不断の見直しを

検討（変更なし） 
 
〔例示〕 
 対策目標の設定の具体例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
対応レベル設定の具体例 

 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 

亀裂 構造分割 

仮設灯浮標 

本復旧⇒数年 従来 

全 国 
統一仕様 

地 震 想 定 
水準に応じ
た耐震補強 

従来 

地震により被災 被災を軽減 

今後 

中間復旧レベルを設定 

・最短数日で灯火復旧 
・復旧資機材の整備により対応 
 可能基数を増加 

今後 

４２ 



（７） 戦略的技術開発                                      

①次世代AISの国際標準化（１／２） 

 高速度通信や通信容量の拡大等に対応した次世代ＡＩＳについて、関係機関と連携し、我が国主導で開発を進め、その国際標準化を図る。 

施策 

４３ 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

次世代ＡＩＳの国際標準化 次世代ＡＩＳ性能基準案の策定 

ＩＭＯ、IALAでの審議 

推進スケジュール 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催 

平成28年度 平成29年度計画 

次世代AIS機器開発の推進  

 海上評価試験（試作品の実地評価のために行う）の実施について、
メーカーへのヒアリングを実施した。 

  
 学識経験者及び国内メーカー等との共同による次世代ＡＩＳに係る調
査研究（運用要件の検討、海上評価試験の検証）を実施する。 

次世代AIS機器の性能要件策定  

  

 平成２６年度までに３回実施した次世代ＡＩＳの性能要件策定に向け
た専門家会議と、平成２７年度にIALAと共同開催した「次世代ＡＩＳ国
際標準化のためのワークショップ」を踏まえ、同年のIALA VTSシンポ
ジウムにて性能要件等の審議状況を紹介した。平成３１年のITU総会
で衛星通信周波数が確定する見込みである。 

  
 次世代AISの性能要件、運用要件等に関するIMO及びIALAでの討
議へ参加する。 

実施事項 

※次世代AISとは、「高速度通信や通信容量の拡大等に対応したＶＨＦデータ通信システム」です。 



（７） 戦略的技術開発                                      

①次世代AISの国際標準化（２／２） 

４４ 

VDES（VHF Data Exchange System） 
• 高速通信（最大307.2kbps） 
• 18周波数（逼迫する通信容量の解消） 
• 遠距離相互通信（衛星により全地球） 
• 海上における情報ネットワークの構築 
 ※ＡＩＳは継続使用可能 

位置・船名等限定 
片方向 

9600bps 
（低速） 307.2kbps 

（最大） 

AIS 
• 低速通信（9,600bps） 
• 4周波数 
• 短距離相互通信 

港湾情報 
運航管理情報 etc. 
種類が豊富に 



（７） 戦略的技術開発                                      

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

ビックデータを活用した情報を収
集・蓄積するシステムの検討 

②船舶交通環境データ収集システムの開発（１／２） 

 海上ブロードバンドなど高速・大容量の情報伝達手段を活用し、航行船舶のＡＩＳデータ、気象・海象及びレーダー映像等のリアルタイム性を
有する船舶交通環境のデータを収集・蓄積するシステムの開発を促進する。 

小型船舶の動静把握 

手段の検討 

小型船舶の動静を把握し、収集した情報を活用する技術の開発・検証 

動静予測に係る基本機能の検証及びデータ解析 

データ解析に基づく予測機能の検証・改良 

施策 

推進スケジュール 

４５ 

平成28年度 平成29年度計画 

船舶動静予測システムの開発  

  

 船舶動静予測に関する基本機能は、東京湾一元化の先行整備を実
施した横浜港内交通管制室に導入済であり、この技術を踏まえた仙
台塩釜航路のAIS過去データを解析し、新たな監視機能の可否につ
いて検証を行った。 

  

 仙台塩釜航路付近のAISデータ解析・検証結果から得られた航海計
画線の予測技術等により、東京湾口等のホットスポットの発生予測、
衝突のおそれへの適用可否等について、基本解析を行う。 
 

カメラ、スマホ等による小型船舶の動静把握システムの開発 

  
 カメラ、レーダー、スマホ、AISの各データを統合表示する位置情報検
証装置を東京湾センターに設置し、追尾機能、位置誤差等の評価を
実施した。 

  
 2年間の実証実験を踏まえ、既存設備の活用による小型船舶の動静
把握及び収集した情報を活用する基本システムを設計する。 

実施事項 



（７） 戦略的技術開発                                      

②船舶交通環境データ収集システムの開発(２／２） 

４６ 

+ 

画像解析 

スマートフォン情報 

画像解析技術やスマート
フォン等を活用し、全て
の船舶の動静を把握 

上図海域のレーダー運用卓表示イメージ 

小型船を未認識 

全ての船舶の動静を把握することは困難 

A
1
8 ＃

4

5 

＃

5
0 

＃
5

7 官
 

運用卓 

ＡＩＳ 

船舶動静現況 

レーダー 

小型船を認識 

全ての船舶の動静を確実に把握 

レーダー運用卓の表示イメージ 

凡例 ：AIS搭載船舶 

：AIS非搭載船舶 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://mirabeau.sakura.ne.jp/rainbow/odaiba_122a.jpg&imgrefurl=http://mirabeau.sakura.ne.jp/rainbow/odaiba_08.html&usg=__nBmuc4IAO0T8CYI5lwGXGh1DJts=&h=312&w=468&sz=22&hl=ja&start=115&zoom=1&tbnid=opgKzrzh4mn33M:&tbnh=85&tbnw=128&ei=Zo7xT82YI4f6mAXdxKHsDQ&prev=/images?q=%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF%E3%80%80%E5%86%99%E7%9C%9F&start=100&hl=ja&sa=N&rlz=1T4GGLS_jaJP478JP478&tbm=isch&itbs=1
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://ogami.fri.macserver.jp/radiate/tokyo_port_office/rinkai-ohashi_truss_tyubou_2009/DSC01407.jpg&imgrefurl=http://radiate.jp/archives/2009/09/15153000.php&h=378&w=568&sz=246&tbnid=_9A6yrE0ydC8_M:&tbnh=68&tbnw=102&prev=/search?q=%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF%E3%80%80%E7%94%BB%E5%83%8F&tbm=isch&tbo=u&zoom=1&q=%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF%E3%80%80%E7%94%BB%E5%83%8F&usg=__VXutAhCVUkqwrsP5wDMeloUAg3U=&hl=ja&sa=X&ei=MJsbUOaKIc-VmQX6i4HIDQ&ved=0CCUQ9QEwBA
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://pds.exblog.jp/pds/1/200907/21/50/b0054850_1453242.jpg&imgrefurl=http://shipphoto.exblog.jp/tags/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF/&usg=__gnluqvBuPZw4353-lPmNUSrbhvk=&h=750&w=1000&sz=269&hl=ja&start=20&zoom=1&tbnid=hhjuXWzjLFkp_M:&tbnh=112&tbnw=149&ei=SpsbUNOGEszHmQW-oYH4AQ&prev=/images?q=%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF%E3%80%80%E7%94%BB%E5%83%8F&hl=ja&sa=X&rlz=1T4GGLS_jaJP478JP478&tbm=isch&itbs=1
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://yakabune.com/thumb/w.dict-219b10dc.jpg&imgrefurl=http://yakabune.com/words/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF&usg=__yCZJeNdgGbePbGgWHZnpw2CLLz8=&h=298&w=449&sz=15&hl=ja&start=29&zoom=1&tbnid=Ko2o_RrzFHSN9M:&tbnh=84&tbnw=127&ei=a5sbUO_bCOOJmQWVnIGAAg&prev=/images?q=%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E6%B8%AF%E3%80%80%E7%94%BB%E5%83%8F&start=20&hl=ja&sa=N&rlz=1T4GGLS_jaJP478JP478&tbm=isch&itbs=1


（７） 戦略的技術開発 

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

海潮流データの常時収集体制の
構築 

③海潮流データの常時収集体制の構築 

 新技術を導入した漂流ブイや自律型海洋観測装置等を用いて海潮流や水温等の海況データを収集し、我が国沿岸海域における海況の常時
把握体制を構築する。 

自律型海洋観測装置(AOV)による海潮流観測 

漂流ブイによる海潮流観測 

施策 

推進スケジュール 

４７ 

平成28年度 平成29年度計画 
  

 遠州灘などにおけるイリジウム衛星を利用した漂流ブイによる、沿岸
域の常時観測を実施した。 

  
 日本周辺における海況常時把握のため、漂流ブイや自律型海洋観
測装置等を用いた観測を実施する。 

実施事項 
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実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 
腐食劣化診断モニタリング技術の
開発 

④航路標識の腐食劣化診断技術の開発 

 鋼構造物である浮体式灯標等の航路標識を適切に維持管理するため、腐食劣化を定量的に評価し、老朽度を的確に見極め、最適な時期に
必要な部材のみを交換する。 

 腐食の潜伏期から進展期に移行するまでの劣化の度合を判定するため、赤外線サーモグラフィ法等による塗膜劣化及び超音波法等による板
厚計測等のデータを解析する新たな腐食劣化診断モニタリング技術を国土交通省総合政策局と連携して開発する。 

保守管理手法等の現場検証 

マニュアルの作成 

マニュアルの運用 

運用実態等を踏まえたマニュアル見直しの検討 

推進スケジュール 

施策 

４８ 

平成28年度 平成29年度計画 

  
 劣化診断マニュアル（平成27年度に策定）に基づき、浮体式灯標等 
  ８基の点検を実施した。 
   【点検済計13基 （点検対象51基 （進捗率25％））】 

  
 劣化診断マニュアルに基づく点検を行う。 
 
  

実施事項 



（７） 戦略的技術開発                                      

⑤省電力高輝度光源の開発（１／３） 

４９ 

 新素材による高輝度化・省電力化・軽量化した光源・灯器を開発し、沿岸灯台等に利用し災害に対する耐力を強化する。 

 新光源の開発にあわせ、光通信技術を用いて、情報を重畳する技術の開発を促進する。 

施策 

平成28年度 平成29年度計画 

大型灯台を対象とした省電力高輝度光源 
（LED（発光部）から出る光の広がり角を抑える技術を検討し、製造仕様書案を作成） 
  
 航路標識光源として、長寿命高輝度LED（COB：Chips on Board）が
使用できる事を確認した。 
・COBに適した電源制御装置についても、仕様書を作成し１台製造 

   （3月末に完成） 
  ・実際の航路標識において実証実験を実施するための準備（候補箇 
  所の施設、機器状況調査） 

  

 
 釧路灯台（四等閃光レンズ、ＬＢ型灯器使用標識）において実験を実
施する。 

光通信を用い情報を重畳する技術（可視光通信技術） 

  
  実用化に向けた新たな課題があり、開発を休止した。 
  ・昼間の通信不可（太陽光） 
  ・通信速度制限（LEDの場合2ｋｂ/s程度） 

    

実施事項 



（７） 戦略的技術開発                                      

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

 

 

 

 

省電力高輝度光源の開発 

 

⑤省電力高輝度光源の開発（２／３） 

仕様書の検討・策定等 
実証実験・導入 【中型灯台用】 

【大型灯台用】 

市場調査及び基本設計等 試作機の製作・評価・問題点の整理及び改良 実証実験 

【照射灯等】 
導入箇所の検討 

仕様書の検討・策定 実証実験 

【光通信を利用した情報提供】 

平成25年度の研究のまとめ 

用途、性能要件の検討、性能の確定 

推進スケジュール 

（開発休止） 

５０ 



（７） 戦略的技術開発                                     

⑤省電力高輝度光源の開発（３／３） 

※COBとは，多数のLEDﾁｯﾌﾟを直接基板に実装したもので，光度制御を電流により行うことが出来る 

ＣＯＢ 

四等閃光レンズ 
LB-90型灯器 

５１ 

【効果】 

ハロゲン電球 
寿  命：1,000時間 

消費電力：50～2,000Ｗ 

メタルハライドランプ 
寿  命：6,000時間 

消費電力：87.4Ｗ 

（MT70E-W/PG） 

COB 
寿  命：40,000時間～60,000時間消費
電力：75Ｗ 

    (CLL052-1825Ｂ1-503M1Ａ1) 

寿命 
ハロゲンの40～60倍，メタルハライドの7～10倍 


